
26（1929号）

年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
支
給
に
関
す
る
法
律
（
以
下
「
本

法
」
と
い
う
）
は
、
社
会
保
障
・
税
一
体
改
革
関
連
一
〇
法
と
し

て
、
平
成
二
四
年
に
成
立
し
た
法
律
で
あ
る
（
図
表
１
参
照
）。
本

稿
は
、
本
法
成
立
の
経
緯
と
法
律
の
概
要
に
つ
い
て
、
簡
単
な

解
説
を
加
え
る
も
の
で
あ
る
。

■
一
　
成
立
の
経
緯
・
背
景

我
が
国
の
公
的
年
金
制
度
は
、拠
出
制
年
金
で
あ
り
、現
役
期

の
保
険
料
拠
出
実
績
に
応
じ
て
、
高
齢
期
に
年
金
給
付
が
行
わ

れ
る
。
そ
の
た
め
、
経
済
的
な
理
由
な
ど
に
よ
り
、
現
役
期
に

十
分
な
保
険
料
拠
出
を
行
え
な
か
っ
た
者
は
、
高
齢
期
に
年
金

給
付
が
受
け
取
れ
な
い
、
あ
る
い
は
、
受
け
取
れ
た
と
し
て
も

低
額
に
な
っ
て
し
ま
う
お
そ
れ
が
あ
る
。こ
れ
を
防
ぐ
た
め
、国

民
年
金
制
度
で
は
、
保
険
料
免
除
制
度
や
保
険
料
納
付
猶
予
制

度
を
設
け
る
工
夫
を
し
て
い
る
。

一
方
で
、国
民
年
金
保
険
料
の
納
付
も
せ
ず
、保
険
料
免
除
制

度
な
ど
の
利
用
も
し
な
い
未
納
者
は
、
過
去
二
〇
年
間
で
増
加

傾
向
に
あ
る
。
未
納
の
増
加
と
そ
れ
に
よ
る
無
年
金
者
・
低
年

金
者
の
発
生
は
、
皆
年
金
制
度
の
理
念
を
脅
か
す
大
き
な
問
題

Ⅰ
　
は
じ
め
に

法令解説

■
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
支
給
に
関
す
る
法
律
（
平
成
24
年
法
律
第
102
号
）

平
24
・
11
・
26
公
布
　
平
27
・
10
・
１
施
行
（
一
部
を
除
く
）

年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
支
給

社
会
保
障
・
税
一
体
改
革
関
連
法

Ⅱ
　
成
立
の
経
緯
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27 （1929号）

と
し
て
、
平
成
二
〇

年
に
開
催
さ
れ
た
社

会
保
障
国
民
会
議
の

場
で
も
指
摘
さ
れ
、

未
納
対
策
の
徹
底
と

と
も
に
、
基
礎
年
金

の
最
低
保
障
額
の
設

定
、
弾
力
的
な
保
険

料
追
納
等
の
措
置
の

検
討
が
、
提
言
さ
れ

て
い
る（
平
成
二
〇
年

一
一
月
四
日
）。

今
回
の
一
体
改
革

に
お
い
て
も
、
平
成

二
三
年
か
ら
始
ま
っ

た
社
会
保
障
改
革
に

関
す
る
集
中
検
討
会

議
の
場
に
お
い
て
、

低
年
金
・
無
年
金
者

２．施行期日：平成27年10月１日

イメージ図

図表１　年金生活者支援給付金の支給に関する法律（平成24年法律第102号）

○所得の額が一定の基準※を下回る老齢基礎年金の受給者に、老齢年金生活者支援給付金
（国民年金の保険料納付済期間及び保険料免除期間を基礎）を支給する。
　　→対象者：約500万人
　　　①基準額（月額5,000円）に納付済期間（月数）/480を乗じて得た額の給付
　　　②免除期間に対応して老齢基礎年金の1/6相当を基本とする給付　　

※住民税が家族全員非課税で、前年の年金収入＋その他所得の合計額が老齢基礎年金満額
（平成27年度で77万円）以下であること（政令事項）

○所得の逆転を生じさせないよう、上記の所得基準を上回る一定範囲の者に、上記①に準じる
補足的老齢年金生活者支援給付金（国民年金の保険料納付済期間を基礎）を支給する。
　　→対象者：約100万人
○一定の障害基礎年金又は遺族基礎年金の受給者に、障害年金生活者支援給付金又は遺族
年金生活者支援給付金を支給する（支給額：月額5,000円（1級の障害基礎年金受給者は、月
額6,250円））。
　　→対象者：約190万人
○年金生活者支援給付金の支払事務は日本年金機構に委任することとし、年金と同様に２か
月ごとに支給する。

１．法律の概要

社会保障の安定財源等を図る税制の抜本改革を行うための消費税法の一部を改正する等
の法律附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日から施行する。

83万／年
（6.9万／月）
77万／年

（6.4万／月）

補足的給付金

 補足的給付金の支給範囲

基礎年金満額＝77万／年（6.4万／月）           （年金収入＋その他所得の合計）

月5,000円×　　　　　　を支給納付済月数
480
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28（1929号）

の
存
在
は
、
現
状
の
年
金
制
度
の
課
題
の
一
つ
と
さ

れ
、「
社
会
保
障
・
税
一
体
改
革
成
案
」（
平
成
二
三
年

六
月
三
〇
日
政
府
・
与
党
社
会
保
障
改
革
検
討
本
部
決

定
）
で
は
、
公
的
年
金
制
度
の
最
低
保
障
機
能
の
強

化
を
図
る
方
向
性
が
示
さ
れ
た
。そ
の
後
、「
社
会
保

障
・
税
一
体
改
革
素
案
」（
平
成
二
四
年
一
月
六
日
政

府
・
与
党
社
会
保
障
改
革
本
部
決
定
）
を
経
て
、「
社
会

保
障
・
税
一
体
改
革
大
綱
」が
平
成
二
四
年
二
月
一

七
日
に
閣
議
決
定
さ
れ
た
。
大
綱
で
は
、
公
的
年
金

制
度
の
最
低
保
障
機
能
の
強
化（
低
所
得
者
へ
の
年
金

額
の
加
算
）
と
高
所
得
者
の
年
金
給
付
の
見
直
し
を

併
せ
て
実
施
す
る
と
し
、
平
成
二
四
年
通
常
国
会
提

出
に
向
け
て
検
討
す
る
こ
と
と
し
た
（
資
料
１
）。

こ
れ
を
受
け
て
、
低
所
得
者
等
へ
の
年
金
額
の

加
算
、高
所
得
者
の
年
金
額
の
調
整
な
ど
を
盛
り
込

ん
だ
「
公
的
年
金
制
度
の
財
政
基
盤
及
び
最
低
保
障

機
能
の
強
化
等
の
た
め
の
国
民
年
金
法
等
の
一
部

を
改
正
す
る
法
律
案
」（
以
下
「
年
金
機
能
強
化
法
案
」

と
い
う
）
を
三
月
三
〇
日
に
社
会
保
障
・
税
一
体
改

〈資料１〉社会保障・税一体改革大綱（平成24年２月17日閣議決定）（抄）

⑵　最低保障機能の強化 

⑶　高所得者の年金給付の見直し

○年金制度の最低保障機能の強化を図り、高齢者等の生活の安定を図るため、以
下の改革を行う。
ⅰ　低所得者への加算

低所得者に重点を置いた、老齢基礎年金額に対する一定の加算を行う。そ
の際、保険料納付のインセンティブを阻害しないよう検討する。

ⅱ　障害基礎年金等への加算
老齢基礎年金の低所得者に対する加算との均衡を考慮し、障害者等の所得

保障の観点から障害・遺族基礎年金についても、一定の加算を行う。
ⅲ　受給資格期間の短縮

無年金となっている者に対して、納付した保険料に応じた年金を受給でき
るようにし、また、将来の無年金者の発生を抑制していく観点から、受給資
格期間を、現在の25年から10年に短縮する。

☆消費税引上げ年度から実施する。
☆具体的内容について検討する。税制抜本改革とともに、平成24年通常国会への

法案提出に向けて検討する。

○⑵の最低保障機能の強化策の検討と併せて、高所得者の老齢基礎年金につい
て、その一部（国庫負担相当額まで）を調整する制度を創設する。 

☆最低保障機能の強化と併せて実施する。 
☆具体的内容について検討する。税制抜本改革とともに、平成24年通常国会への

法案提出に向けて検討する。
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29 （1929号）

革
関
連
法
と
し
て
国
会
に
提
出
し
た
。

提
出
時
の
年
金
機
能
強
化
法
案
に
盛
り
込
ま
れ
て
い
た
低
所

得
者
等
へ
の
年
金
額
の
加
算
は
、
市
町
村
民
税
が
家
族
全
員
非

課
税
で
、か
つ
、年
金
そ
の
他
収
入
が
老
齢
基
礎
年
金
満
額
以
下

の
者
を
対
象
に
、
①
月
額
六
〇
〇
〇
円
の
定
額
加
算
、
②
保
険

料
免
除
期
間
に
つ
い
て
老
齢
基
礎
年
金
の
満
額
の
六
分
の
一
相

当
額
の
免
除
加
算
を
行
う
も
の
で
あ
り
、
対
象
者
は
約
五
〇
〇

万
人
を
見
込
ん
で
い
た
。
ま
た
、
老
齢
基
礎
年
金
の
満
額
を
基

準
と
し
て
額
を
設
定
し
て
い
る
障
害
基
礎
年
金
・
遺
族
基
礎
年

金
に
つ
い
て
も
、月
額
六
〇
〇
〇
円（
障
害
等
級
一
級
に
該
当
す
る

障
害
基
礎
年
金
に
つ
い
て
は
七
五
〇
〇
円
）
の
加
算
を
行
う
こ
と
と

し
て
い
た
。ま
た
、高
所
得
者
の
年
金
額
の
調
整
は
、所
得
五
五

〇
万
円
（
年
収
八
五
〇
万
円
）
を
超
え
る
高
所
得
者
（
老
齢
年
金
受

給
者
の
約
〇
・
九
％
、
約
二
〇
万
人
）
の
老
齢
基
礎
年
金
額
に
つ
い

て
、
国
庫
負
担
相
当
額
を
対
象
と
し
た
支
給
停
止
を
行
う
こ
と

と
し
て
い
た
。

■
二
　
国
会
審
議
経
過

国
会
審
議
や
民
主
党
・
自
由
民
主
党
・
公
明
党
の
三
党
協
議

の
中
で
、
保
険
料
納
付
実
績
に
基
づ
か
な
い
年
金
額
の
加
算
や

調
整
は
、
社
会
保
険
制
度
で
あ
る
我
が
国
の
公
的
年
金
制
度
の

考
え
方
に
反
す
る
と
い
っ
た
反
対
意
見
が
あ
り
、
六
月
一
五
日

に
三
党
間
で
交
わ
さ
れ
た
「
社
会
保
障
・
税
一
体
改
革
に
関
す

る
確
認
書
」で
は
、低
所
得
者
等
へ
の
年
金
額
の
加
算
と
高
所
得

者
の
年
金
額
調
整
の
規
定
を
削
除
し
、
新
た
に
福
祉
的
な
給
付

措
置
を
講
ず
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
た
（
資
料
２
）。
こ
れ
を
受
け
、

年
金
機
能
強
化
法
案
か
ら
こ
れ
ら
の
規
定
を
削
除
す
る
な
ど
の

議
員
修
正
が
衆
議
院
で
行
わ
れ
、附
則
に
お
い
て
、低
所
得
者
等

へ
の
年
金
額
の
加
算
に
代
わ
り
、
年
金
制
度
の
枠
外
で
新
た
に

低
所
得
高
齢
者
・
障
害
者
等
に
福
祉
的
な
給
付
を
行
う
た
め
の

「
必
要
な
法
制
上
の
措
置
が
講
ぜ
ら
れ
る
も
の
と
す
る
」と
さ
れ

た
。こ
の
附
則
の
規
定
に
基
づ
き
、政
府
と
し
て
、平
成
二
四
年

七
月
三
一
日
に
「
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
支
給
に
関
す
る

法
律
案
」
を
国
会
に
提
出
し
た
。

八
月
一
〇
日
に
は
、
社
会
保
障
と
税
の
一
体
改
革
に
関
す
る

特
別
委
員
会
で
審
議
さ
れ
て
い
た
年
金
機
能
強
化
法
案
及
び

「
被
用
者
年
金
制
度
の
一
元
化
等
を
図
る
た
め
の
厚
生
年
金
保

険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
」
は
成
立
し
た
も
の
の
、

本
法
案
は
、
具
体
的
な
審
議
に
入
る
こ
と
な
く
、
九
月
八
日
の
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30（1929号）

通
常
国
会
の
会
期
末
を

迎
え
、
継
続
審
議
の
取

扱
い
と
な
っ
た
。

本
法
案
が
具
体
的
に

審
議
さ
れ
た
の
は
、
一

〇
月
二
九
日
に
召
集
さ

れ
た
第
一
八
一
回
臨
時

国
会
の
場
で
あ
っ
た

が
、
第
一
八
一
回
国
会

は
、
参
議
院
に
お
い
て
、

前
国
会
で
可
決
さ
れ
た

野
田
総
理
大
臣
に
対
す

る
問
責
決
議
を
理
由
に

野
田
総
理
大
臣
の
所
信

表
明
演
説
を
野
党
が
拒

否
す
る
と
い
う
波
乱
の

幕
開
け
と
な
り
、
一
一

月
一
四
日
に
は
、
野
田

総
理
大
臣
が
党
首
討
論

〈資料２〉社会保障・税一体改革に関する確認書（社会保障部分）（抄）

⑵　年金関連の２法案の修正
①低所得高齢者・障害者等への年金額加算

○低所得高齢者・障害者等への年金額加算の規定は削除するが、消費税率引上
げにより増加する消費税収を活用して、平成27年10月から、新たな低所得高
齢者・障害者等への福祉的な給付措置を講ずるものとし、今回の消費税率引
上げを含む税制抜本改革が「社会保障制度の改革とともに」行うとされてい
る（税制抜本改革法案第１条）趣旨に則り、税制抜本改革法案の公布後６月
以内に必要な法制上の措置を講ずる旨を規定する。

○本措置は、年金受給者（65歳以上の老齢基礎年金受給者、障害基礎年金受給
者、遺族基礎年金受給者等）を対象とする。

○本措置の対象となる低所得高齢者の具体的な範囲は、介護保険制度の保険料
軽減の低所得者区分２の範囲等を参考に、「住民税家族全員非課税かつ年金
収入及びその他所得の合計額が老齢基礎年金満額以下」の者とする。障害者
等については、20歳前障害基礎年金の支給範囲を参考として決定する。

○低所得高齢者への給付額は、基準額を定めた上で保険料納付済み期間に応じ
て決定する（基準額保険料納付済み期間／480月）。基準額は、月額５千円
（近年の単身無業の高齢者の基礎的な消費支出と老齢基礎年金満額との差額
等から計算）を基本に定める。保険料免除期間がある低所得高齢者に対して
は、老齢基礎年金満額の６分の１を基本とする給付を別途行う（老齢基礎年
金満額×１／６×保険料免除期間／480月）。

○本措置による所得の逆転を生じさせないよう、低所得高齢者の範囲に該当し
ない一定範囲の者に対しても、補足的な給付を行う。

○障害者等への給付額は、上記の基準額とする。障害１級相当の者の給付額
は、基準額の1.25倍とする。

○給付金は、国が支給するものとし、事務は日本年金機構に委任する。給付金
は年金と同様に２ヶ月毎に支給する。

○給付額その他の本措置の内容については、低所得高齢者等の生活状況、低所
得者対策の実施状況等を踏まえた見直しを行う。

②高所得者の年金額調整
○高所得者の年金額調整の規定は削除するが、引き続き検討する旨を規定す

る。
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31 （1929号）

の
場
に
お
い
て
、
一
一
月
一
六
日
に
衆
議
院
を
解
散
す
る
こ
と

を
表
明
、
一
六
日
に
衆
議
院
解
散
、
閉
会
と
な
っ
た
。
こ
う
し

た
状
況
の
合
間
を
縫
っ
て
、
本
法
案
は
、
二
月
一
〇
日
に
提
出

さ
れ
て
い
た
「
国
民
年
金
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
等
の

一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
」
と
併
せ
て
審
議
さ
れ
、
一
一
月
一

六
日
に
成
立
、
二
六
日
に
公
布
さ
れ
て
い
る
。

年
金
を
受
給
し
な
が
ら
生
活
を
し
て
い
る
高
齢
者
や
障
害
者

な
ど
の
中
に
は
、年
金
を
含
め
て
も
所
得
が
低
く
、経
済
的
な
援

助
を
必
要
と
し
て
い
る
人
が
存
在
し
て
い
る
。
こ
の
法
律
は
、

こ
う
し
た
人
た
ち
の
生
活
の
支
援
を
図
る
た
め
に
、
年
金
生
活

者
支
援
給
付
金
を
支
給
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
に
は
、
①
老
齢
年
金
生
活
者
支
援

給
付
金
、
②
補
足
的
老
齢
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
、
③
障
害

年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
、④
遺
族
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
、

が
あ
る
。

老
齢
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
は
、
老
齢
基
礎
年
金
の
受
給

者
で
年
金
を
含
め
た
所
得
が
低
い
者
に
対
し
、
経
済
的
な
援
助

を
行
う
も
の
で
あ
る
。

■
一
　
老
齢
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
支
給
要
件
（
二
条
）

老
齢
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
支
給
要
件
は
、
以
下
の
と

お
り
規
定
し
て
お
り
、
老
齢
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
を
受
給

す
る
た
め
に
は
、
全
て
の
要
件
を
満
た
す
必
要
が
あ
る
。

①
　
老
齢
基
礎
年
金
の
受
給
者
で
あ
る
こ
と

②
　
前
年
の
公
的
年
金
等
の
収
入
金
額
及
び
所
得
の
合
計
額

（
以
下
「
前
年
所
得
額
」
と
い
う
）
が
老
齢
基
礎
年
金
の
満
額
を

勘
案
し
て
政
令
で
定
め
る
額
以
下
で
あ
る
こ
と

③
　
本
人
及
び
そ
の
者
と
同
一
の
世
帯
に
属
す
る
者
の
所
得
状

況
を
勘
案
し
て
政
令
で
定
め
る
要
件
に
該
当
す
る
こ
と

こ
の
う
ち
、③
の
政
令
で
定
め
る
要
件
に
つ
い
て
は
、市
町
村

民
税
非
課
税
で
あ
る
こ
と
を
規
定
す
る
予
定
で
あ
る
。

ま
た
、
老
齢
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
は
、
制
度
の
趣
旨
や

目
的
（
一
条
）

１

Ⅲ
　
法
律
の
概
要

老
齢
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
（
二
条
～
九
条
）

２
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32（1929号）

消
費
税
収
を
財
源
と
す
る
福
祉
給
付
で
あ
る
こ
と
な
ど
を
踏
ま

え
、
①
海
外
居
住
の
場
合
、
②
老
齢
基
礎
年
金
が
全
額
支
給
停

止
と
な
っ
て
い
る
場
合
、
③
刑
事
施
設
等
に
拘
禁
さ
れ
て
い
る

場
合
の
期
間
に
つ
い
て
は
、
支
給
し
な
い
こ
と
と
し
て
い
る
。

■
二
　
老
齢
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
額
（
三
条
・
四
条
）

老
齢
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
は
、
年
を
単
位
で
支
給
額
を

設
定
す
る
年
金
と
異
な
り
、
月
単
位
で
支
給
額
を
設
定
す
る
こ

と
と
し
、
次
の
額
の
合
算
額
と
し
て
い
る
（
三
条
）。

○
第
一
号
：
基
準
額
（
五
〇
〇
〇
円
）
×
保
険
料
納
付
済
期
間
／

四
八
〇
月

○
第
二
号
：
老
齢
基
礎
年
金
の
満
額
×
（
保
険
料
免
除
期
間
×

一
／
六
）
／
四
八
〇
月

※
保
険
料
免
除
期
間
の
う
ち
、
四
分
の
一
免
除
期
間
に
つ
い
て

は
、
割
増
分
を
一
／
六
で
は
な
く
一
／
一
二
と
す
る
。

端
数
処
理
は
、
年
単
位
で
支
給
額
を
設
定
し
た
上
で
、
一
〇

〇
円
単
位
で
四
捨
五
入
す
る
現
在
の
年
金
制
度
に
お
け
る
年
金

額
や
各
種
加
算
額
と
異
な
り
、
第
一
号
と
第
二
号
と
そ
れ
ぞ
れ

に
つ
い
て
、
一
円
未
満
を
四
捨
五
入
す
る
と
し
て
い
る
。
月
を

単
位
と
し
て
支
給
額
を
設
定
す
る
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
で

は
、
一
〇
〇
円
単
位
で
四
捨
五
入
す
る
と
、
そ
の
切
上
げ
・
切

下
げ
に
よ
る
影
響
が
大
き
く
、不
適
当
で
あ
る
た
め
、一
円
単
位

で
四
捨
五
入
す
る
こ
と
と
し
た
。

給
付
基
準
額
（
五
〇
〇
〇
円
）
は
、
総
務
省
が
作
成
す
る
全
国

消
費
者
物
価
指
数
に
応
じ
て
改
定
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
な

お
、
改
定
措
置
に
つ
い
て
は
、
具
体
的
に
は
政
令
に
お
い
て
定

め
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

■
三
　
認
定
（
五
条
）

他
の
福
祉
手
当
に
倣
い
、
老
齢
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の

支
給
要
件
に
該
当
す
る
者
は
、給
付
金
の
支
給
に
際
し
て
、受
給

資
格
及
び
給
付
金
の
額
に
つ
い
て
、
厚
生
労
働
大
臣
に
請
求
を

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し
て
い
る
。

さ
ら
に
、給
付
金
の
支
給
要
件
に
該
当
し
、認
定
を
受
け
た
者

で
あ
っ
て
も
、
例
え
ば
所
得
が
上
昇
し
た
こ
と
に
よ
っ
て
支
給

要
件
を
満
た
さ
な
く
な
っ
て
し
ま
い
、
そ
の
後
再
び
要
件
を
満

た
す
こ
と
と
な
っ
た
場
合
に
は
、
改
め
て
、
認
定
の
請
求
を
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
規
定
し
て
い
る
。

■
四
　
支
給
期
間
及
び
支
払
期
月
そ
の
他
所
要
の
規
定
（
六
条

～
九
条
）
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33 （1929号）

老
齢
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
支
給
期
間
及
び
支
払
期
月

は
、原
則
と
し
て
認
定
請
求
か
ら
将
来
に
向
か
っ
て
行
わ
れ
、具

体
的
な
支
払
は
、
年
金
給
付
と
同
様
、
毎
年
二
月
、
四
月
、
六

月
、
八
月
、
一
〇
月
、
一
二
月
の
六
回
と
し
、
そ
れ
ぞ
れ
前
月

ま
で
の
分
を
支
払
う
こ
と
と
し
て
い
る
。

こ
れ
は
、
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
に
つ
い
て
、
年
金
制
度

の
枠
外
の
福
祉
的
給
付
と
し
て
位
置
付
け
ら
れ
て
い
る
も
の

の
、
受
給
者
の
視
点
か
ら
は
、
年
金
と
一
体
と
し
て
給
付
さ
れ

る
こ
と
が
望
ま
し
い
も
の
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
た
め
、
年
金

と
同
じ
偶
数
月
で
支
払
う
こ
と
と
し
て
い
る
も
の
で
あ
る
。

ま
た
、
老
齢
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
を
支
給
す
べ
き
者
が

死
亡
し
た
場
合
に
は
、
未
支
給
年
金
と
同
様
、
そ
の
者
の
死
亡

当
時
そ
の
者
と
家
計
を
同
じ
く
し
て
い
た
遺
族
は
、
自
己
の
名

で
、
未
支
払
の
老
齢
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
支
払
を
請
求

す
る
こ
と
が
で
き
る
。
未
支
払
の
老
齢
年
金
生
活
者
支
援
給
付

金
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
者
の
順
位
は
、
政
令
で
定
め
る
と

し
て
い
る
。

老
齢
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
前
年
所
得
額
の
基
準
額
付

近
で
は
、
老
齢
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
を
受
給
で
き
る
者
と

で
き
な
い
者
の
間
で
、
所
得
等
の
逆
転
現
象
が
発
生
し
て
し
ま

い
、
社
会
保
険
方
式
を
採
用
し
て
い
る
年
金
保
険
料
の
納
付
意

欲
に
悪
影
響
を
与
え
る
お
そ
れ
が
あ
る
。

補
足
的
老
齢
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
は
、
当
該
給
付
金
に

よ
る
所
得
の
逆
転
を
防
止
し
、
国
民
年
金
保
険
料
の
納
付
意
欲

に
悪
影
響
を
与
え
な
い
よ
う
に
す
る
た
め
、
老
齢
年
金
生
活
者

支
援
給
付
金
の
対
象
か
ら
外
れ
る
一
定
の
所
得
範
囲
の
者
に
対

し
て
、
補
足
的
な
給
付
を
行
う
も
の
で
あ
る
（
図
表
２
参
照
）。

■
一
　
補
足
的
老
齢
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
支
給
要
件

（
一
〇
条
）

補
足
的
老
齢
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
支
給
要
件
は
、
以

下
の
と
お
り
規
定
し
て
お
り
、
補
足
的
老
齢
年
金
生
活
者
支
援

給
付
金
を
受
給
す
る
た
め
に
は
、
全
て
の
要
件
を
満
た
す
必
要

が
あ
る
。

①
　
老
齢
基
礎
年
金
受
給
者
で
あ
る
こ
と

②
　
前
年
所
得
額
が
所
得
基
準
額
を
越
え
、
か
つ
、
所
得
基
準

額
を
勘
案
し
て
政
令
で
定
め
る
額
以
下
で
あ
る
こ
と

補
足
的
老
齢
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金

３
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③
　
本
人
及
び
そ
の
者
と
同
一
の
世
帯
に
属
す
る
者
の
所
得
状

況
を
勘
案
し
て
政
令
で
定
め
る
要
件
に
該
当
す
る
こ
と

③
の
政
令
で
定
め
る
要
件
に
つ
い
て
は
、
老
齢
年
金
生
活
者

支
援
給
付
金
の
支
給
要
件
と
同
様
、
市
町
村
民
税
非
課
税
で
あ

る
こ
と
を
規
定
す
る
予
定
で
あ
る
。
ま
た
、
老
齢
年
金
生
活
者

支
援
給
付
金
と
同
様
、
海
外
居
住
な
ど
の
間
は
、
補
足
的
老
齢

年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
支
給
は
行
わ
れ
な
い
。

■
二
　
補
足
的
老
齢
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
額
（
一
一
条
）

補
足
的
老
齢
年
金
支
援
給
付
金
の
額
は
、
老
齢
年
金
生
活
者

支
援
給
付
金
と
同
様
、月
を
単
位
と
し
て
支
給
額
を
設
定
し
て
、

そ
の
者
の
納
付
済
期
間
に
応
じ
て
、
第
三
条
第
一
号
に
規
定
す

る
額
か
ら
、
年
金
収
入
及
び
所
得
等
の
逓
増
に
応
じ
て
、
逓
減

す
る
よ
う
政
令
で
規
定
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

す
な
わ
ち
、〔
給
付
基
準
額
（
五
〇
〇
〇
円
）
×
保
険
料
納
付
済

期
間
／
四
八
〇
〕を
基
本
と
し
て
、そ
の
者
の
所
得
水
準
に
応
じ

て
、
逓
減
さ
せ
た
額
が
補
足
的
老
齢
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金

の
額
と
な
る
。逓
減
の
さ
せ
方
は
、今
後
、政
令
で
具
体
化
さ
れ

る
こ
と
に
な
る
。

■
三
　
認
定
（
一
二
条
）

補
足
的
老
齢
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
支
給
要
件
に
該
当

す
る
者
は
、
支
給
に
際
し
て
、
老
齢
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金

と
同
様
、
受
給
資
格
及
び
補
足
的
老
齢
年
金
生
活
者
支
援
給
付

金
の
額
に
つ
い
て
厚
生
労
働
大
臣
に
対
し
て
請
求
す
る
必
要
が

図表２　補足的老齢年金生活者支援給付金

補足的給付金

 補足的給付金の
支給範囲

（年金収入
  ＋その他所得の合計）

所得の逆転が生じ得る

○補足的老齢年金生活者支援給付金によって、所得の逆転現象が
生じることを防ぐ。

○支給額は、所得が高い者ほど低くなる（＝逓減する）。

（年金収入＋その他所得の合計）
+年金生活者支援給付金
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35 （1929号）

あ
る
。

■
四
　
補
足
的
老
齢
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
額
の
改
定
時

期
（
一
三
条
）

補
足
的
老
齢
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
額
は
、
所
得
の
額

に
応
じ
て
改
定
さ
れ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
そ
の
額
の
変

動
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
給
付
金
の
額
を
改
定
す
る
必
要
が
あ

る
。
具
体
的
に
額
の
計
算
に
用
い
る
予
定
で
あ
る
「
前
年
の
所

得
及
び
収
入
等
」
が
確
定
し
た
後
に
改
定
す
る
必
要
が
あ
る
こ

と
か
ら
、
給
付
金
の
額
の
改
定
は
八
月
か
ら
行
う
こ
と
と
し
て

い
る
。

■
五
　
準
用
（
一
四
条
）

支
給
期
間
及
び
支
給
期
月
、
支
給
制
限
、
未
支
払
等
に
関
す

る
規
定
に
つ
い
て
は
、
老
齢
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
規
定

を
準
用
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

障
害
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
は
、
障
害
基
礎
年
金
の
受
給

者
で
一
定
の
所
得
以
下
の
者
に
対
し
、
経
済
的
な
援
助
を
行
う

も
の
で
あ
る
。

■
一
　
障
害
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
支
給
要
件
（
一
五
条
）

障
害
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
支
給
要
件
は
、
以
下
の
と

お
り
規
定
し
て
お
り
、
障
害
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
を
受
給

す
る
た
め
に
は
、
全
て
の
要
件
を
満
た
す
必
要
が
あ
る
。

①
　
障
害
基
礎
年
金
の
受
給
者
で
あ
る
こ
と

②
　
前
年
の
所
得
額
が
政
令
で
定
め
る
額
以
下
で
あ
る
こ
と

政
令
で
定
め
る
所
得
基
準
額
に
つ
い
て
は
、
保
険
料
拠
出
に

よ
ら
ず
に
年
金
給
付
が
行
わ
れ
て
い
る
二
〇
歳
前
の
障
害
基
礎

年
金
と
特
別
障
害
給
付
金
の
全
額
支
給
停
止
基
準
額
を
参
考
に

定
め
る
予
定
で
あ
る
。
な
お
、
平
成
二
四
年
度
時
点
の
二
〇
歳

前
の
障
害
基
礎
年
金
と
特
別
障
害
給
付
金
の
全
額
支
給
停
止
基

準
額
は
、
所
得
ベ
ー
ス
で
、
約
四
六
〇
万
円
で
あ
る
。

ま
た
、
障
害
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
も
、
制
度
の
趣
旨
や

消
費
税
収
を
財
源
と
す
る
福
祉
給
付
で
あ
る
こ
と
な
ど
を
踏
ま

え
、
①
海
外
居
住
の
場
合
、
②
障
害
基
礎
年
金
が
全
額
支
給
停

止
と
な
っ
て
い
る
場
合
、
③
刑
事
施
設
等
に
拘
禁
さ
れ
て
い
る

場
合
な
ど
の
期
間
に
つ
い
て
は
、
支
給
し
な
い
こ
と
と
し
て
い

る
。

■
二
　
障
害
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
額
（
一
六
条
）

障
害
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金

４
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障
害
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
も
、
他
の
年
金
生
活
者
支
援

給
付
金
と
同
様
、
月
を
単
位
と
し
て
支
給
額
を
設
定
し
、
そ
の

月
額
は
、障
害
等
級
二
級
に
該
当
す
る
場
合
は
給
付
基
準
額（
五

〇
〇
〇
円
）、
障
害
等
級
一
級
に
該
当
す
る
場
合
は
給
付
基
準
額

の
一
・
二
五
倍
（
六
二
五
〇
円
）
と
し
て
い
る
。

■
三
　
認
定
（
一
七
条
）

第
五
条
と
同
趣
旨
で
あ
り
、
障
害
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金

を
支
給
要
件
に
該
当
す
る
者
は
、支
給
に
際
し
て
、受
給
資
格
及

び
障
害
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
額
に
つ
い
て
厚
生
労
働
大

臣
に
対
し
て
請
求
す
る
必
要
が
あ
る
。

■
四
　
障
害
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
額
の
改
定
時
期
（
一

八
条
）

障
害
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
支
給
を
受
け
て
い
る
者
の

障
害
の
程
度
が
増
進
又
は
低
下
し
た
こ
と
に
よ
り
、
障
害
基
礎

年
金
の
額
が
改
定
さ
れ
た
場
合
に
お
い
て
は
、
障
害
年
金
生
活

者
支
援
給
付
金
の
額
の
改
定
を
行
う
。
そ
の
時
期
は
、
障
害
基

礎
年
金
の
額
が
改
定
さ
れ
た
日
の
属
す
る
月
の
翌
月
か
ら
で
あ

り
、
障
害
基
礎
年
金
と
障
害
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
額
が

連
動
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。

■
五
　
準
用
（
一
九
条
）

支
給
期
間
及
び
支
給
期
月
、
支
給
制
限
、
未
支
払
等
に
関
す

る
規
定
に
つ
い
て
は
、
老
齢
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
規
定

を
準
用
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

遺
族
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
は
、
遺
族
基
礎
年
金
の
受
給

者
で
一
定
の
所
得
以
下
の
者
に
対
し
、
経
済
的
な
援
助
を
行
う

も
の
で
あ
る
。

■
一
　
遺
族
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
支
給
要
件
（
二
〇
条
）

遺
族
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
支
給
要
件
は
、
以
下
の
と

お
り
規
定
し
て
お
り
、
遺
族
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
を
受
給

す
る
た
め
に
は
、
全
て
の
要
件
を
満
た
す
必
要
が
あ
る
。

①
　
遺
族
基
礎
年
金
の
受
給
者
で
あ
る
こ
と

②
　
前
年
の
所
得
額
が
政
令
で
定
め
る
額
以
下
で
あ
る
こ
と

政
令
で
定
め
る
所
得
基
準
額
に
つ
い
て
は
、
障
害
年
金
生
活

者
支
援
給
付
金
と
同
様
に
、
二
〇
歳
前
の
障
害
基
礎
年
金
と
特

別
障
害
給
付
金
の
全
額
支
給
停
止
基
準
額（
平
成
二
四
年
度
時
点
、

所
得
ベ
ー
ス
で
約
四
六
〇
万
円
）を
基
準
と
す
る
予
定
で
あ
る
。ま

遺
族
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金

５
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た
、遺
族
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
も
同
様
に
、制
度
の
趣
旨
や

消
費
税
収
を
財
源
と
す
る
福
祉
給
付
で
あ
る
こ
と
な
ど
を
踏
ま

え
、①
海
外
居
住
の
場
合
、②
遺
族
基
礎
年
金
が
全
額
支
給
停
止

と
な
っ
て
い
る
場
合
、
③
刑
事
施
設
等
に
拘
禁
さ
れ
て
い
る
場

合
な
ど
の
期
間
に
つ
い
て
は
、支
給
し
な
い
こ
と
と
し
て
い
る
。

■
二
　
遺
族
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
額
（
二
一
条
）

遺
族
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
も
、
他
の
年
金
生
活
者
支
援

給
付
金
と
同
様
、月
を
単
位
と
し
て
支
給
額
を
設
定
し
、そ
の
月

額
は
、
給
付
基
準
額
（
五
〇
〇
〇
円
）
と
し
て
い
る
。

た
だ
し
、遺
族
基
礎
年
金
の
受
給
者
が
子
で
あ
り
、か
つ
、受

給
権
を
持
つ
子
が
二
人
以
上
い
た
場
合
は
、
遺
族
基
礎
年
金
を

子
の
加
算
も
含
め
て
人
数
で
均
等
に
分
け
る
（
国
民
年
金
法
三
九

条
の
二
）
こ
と
か
ら
、
遺
族
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
に
つ
い
て

も
、
受
給
者
が
子
の
場
合
に
は
、
給
付
基
準
額
を
子
の
数
で
均

等
に
分
け
て
、
そ
れ
ぞ
れ
に
支
給
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

■
三
　
認
定
（
二
二
条
）

第
五
条
と
同
趣
旨
で
あ
り
、
遺
族
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金

を
支
給
要
件
に
該
当
す
る
者
は
、支
給
に
際
し
て
、受
給
資
格
及

び
遺
族
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
額
に
つ
い
て
厚
生
労
働
大

臣
に
対
し
て
請
求
す
る
必
要
が
あ
る
。

■
四
　
遺
族
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
額
の
改
定
時
期
（
二

三
条
）

遺
族
基
礎
年
金
の
受
給
者
が
子
の
場
合
に
は
、
父
親
が
死
亡

し
た
当
時
、胎
児
だ
っ
た
子
が
出
生
し
た
り
、子
が
成
長
し
、子

の
要
件
に
該
当
し
な
く
な
っ
た
り
す
る
な
ど
、
子
の
数
に
増
減

が
生
じ
た
場
合
に
は
、
そ
の
日
の
属
す
る
月
の
翌
月
か
ら
、
遺

族
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
改
定
を
行
う
こ
と
と
し
て
い

る
。こ
の
場
合
、当
然
に
、遺
族
基
礎
年
金
の
額
の
改
定
が
行
わ

れ
る
。

■
五
　
準
用
（
二
四
条
）

支
給
期
間
及
び
支
給
期
月
、
支
給
制
限
、
未
支
払
等
に
関
す

る
規
定
に
つ
い
て
は
、
老
齢
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
規
定

を
準
用
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
こ
の
う
ち
、
未
支
払
等
に
関

す
る
規
定
に
つ
い
て
は
、
遺
族
基
礎
年
金
の
支
給
の
要
件
と
な

り
、
又
は
加
算
の
対
象
と
な
っ
て
い
た
子
は
、
第
九
条
に
規
定

す
る
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
受
給
者
の
子
と
み
な
す
と
い

う
読
替
規
定
が
置
か
れ
て
い
る
。
こ
れ
は
、
遺
族
基
礎
年
金
の

受
給
権
者
で
あ
る
妻
が
死
亡
し
た
場
合
、
当
該
遺
族
基
礎
年
金
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の
加
算
の
対
象
と
な
っ
て
い
た
死
亡
し
た
夫
の
子
が
、
受
給
権

者
で
あ
る
妻
と
養
子
縁
組
を
し
て
い
な
か
っ
た
場
合
に
は
、
身

分
上
、
受
給
権
者
の
子
で
は
な
い
た
め
、
未
支
払
の
給
付
金
の

対
象
と
な
ら
な
い
こ
と
を
防
ぐ
た
め
に
、
設
け
た
も
の
で
あ
る

（
図
表
３
参
照
）。

本
法
に
よ
る
給
付
金

に
関
す
る
厚
生
労
働
大

臣
の
処
分
は
、
国
民
年
金

法
に
基
づ
く
処
分
と
み

な
し
て
、
社
会
保
険
審
査

官
及
び
社
会
保
険
審
査

会
法
を
適
用
す
る
こ
と

と
し
て
い
る
。
ま
た
、
国

民
年
金
法
の
規
定
に
よ

り
基
礎
年
金
に
係
る
処

分
が
確
定
し
た
と
き
は
、

そ
の
処
分
に
つ
い
て
の

不
服
を
当
該
処
分
に
基
づ
く
給
付
金
に
関
す
る
処
分
に
つ
い
て

不
服
の
理
由
と
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
規
定
し
て
い
る
。
こ

れ
は
、
基
礎
年
金
に
係
る
処
分
と
給
付
金
に
係
る
処
分
に
つ
い

て
は
、
給
付
金
は
基
礎
年
金
を
受
給
し
て
い
る
こ
と
が
要
件
と

な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、一
体
不
可
分
と
考
え
ら
れ
、一
事
不
再

理
の
観
点
か
ら
、
再
度
の
不
服
申
立
て
を
認
め
な
い
こ
と
と
す

る
も
の
で
あ
る
。

■
一
　
費
用
の
負
担
（
二
六
条
）

年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
支
給
に
関
す
る
費
用
は
、
全
額

を
国
庫
と
し
、
事
務
執
行
に
要
す
る
費
用
に
つ
い
て
は
、
毎
年

度
、
予
算
の
範
囲
内
で
負
担
す
る
こ
と
を
規
定
し
て
い
る
。
こ

れ
は
、
本
法
に
よ
る
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
財
源
に
、
一

般
財
源
を
充
て
る
こ
と
を
明
確
化
す
る
観
点
か
ら
、
設
け
て
い

る
規
定
で
あ
る
。

■
二
　
事
務
費
の
交
付
（
二
七
条
）

現
行
の
年
金
制
度
に
お
い
て
、
基
礎
年
金
の
み
の
受
給
者
の

裁
定
請
求
に
つ
い
て
は
、
市
町
村
で
受
付
事
務
を
行
う
こ
と
と

図表３　遺族年金生活者支援給付金の未支払

夫
（死亡）

妻
（遺族基礎年金受給者）

子
（加算金対象者）

再婚

実子 養子縁組なし

未支払の給付に当たって
は子とみなす

不
服
申
立
て
（
二
五
条
）

６

費
用

７
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し
て
い
る
た
め
、
そ
の
よ
う
な
者
の
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金

に
つ
い
て
も
、
こ
れ
と
同
様
に
行
う
こ
と
が
望
ま
し
い
た
め
、

一
部
の
事
務
を
市
町
村
が
担
う
こ
と
と
し
、
そ
の
事
務
費
に
必

要
な
経
費
を
、政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、市
町
村
に
対
し

て
、
交
付
す
る
こ
と
を
規
定
し
て
い
る
。

年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
に
係
る
支
払
の
調
整
、時
効
、不
正

利
得
の
徴
収
、
受
給
権
の
保
護
、
公
課
の
禁
止
、
届
出
、
調
査
、

日
本
年
金
機
構
へ
の
権
限
に
係
る
事
務
の
委
任
及
び
事
務
の
委

託
並
び
に
罰
則
に
関
す
る
所
要
の
規
定
を
設
け
て
い
る
。

こ
の
法
律
は
、
一
部
を
除
き
、
社
会
保
障
の
安
定
財
源
の
確

保
等
を
図
る
税
制
の
抜
本
的
な
改
革
を
行
う
た
め
の
消
費
税
法

の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律
附
則
第
一
条
第
二
号
に
掲
げ
る

規
定
の
日
か
ら
施
行
す
る
も
の
と
規
定
し
て
い
る
。
具
体
的
に

は
、
消
費
税
率
が
八
％
か
ら
一
〇
％
に
引
き
上
げ
ら
れ
る
平
成

二
七
年
一
〇
月
か
ら
施
行
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。こ
れ
は
、年
金

生
活
者
支
援
給
付
金
の
財
源
と
し
て
、
消
費
税
増
収
分
を
充
て

る
こ
と
と
し
て
い
る
た
め
、
施
行
期
日
に
つ
い
て
、
消
費
税
の

引
上
げ
と
機
械
的
に
連
動
さ
せ
て
い
る
も
の
で
あ
る
。

■
一
　
見
直
し
（
附
則
三
条
）

年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
額
そ
の
他
の
事
項
に
つ
い
て

は
、
低
所
得
で
あ
る
高
齢
者
等
の
生
活
状
況
、
低
所
得
者
対
策

の
実
施
状
況
及
び
老
齢
基
礎
年
金
の
満
額
等
を
勘
案
し
、
総
合

的
な
検
討
が
加
え
ら
れ
、
そ
の
結
果
に
応
じ
て
所
要
の
見
直
し

を
行
う
こ
と
を
、
規
定
し
て
い
る
。

■
二
　
費
用
の
財
源
（
附
則
四
条
）

年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
支
給
に
要
す
る
費
用
の
財
源

は
、
社
会
保
障
の
安
定
財
源
の
確
保
等
を
図
る
税
制
の
抜
本
的

な
改
革
を
行
う
た
め
の
消
費
税
法
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法

律
の
施
行
に
よ
り
増
加
す
る
消
費
税
の
収
入
を
活
用
し
て
、
確

保
す
る
も
の
と
す
る
と
規
定
し
て
い
る
。
こ
れ
は
、
費
用
負
担

を
全
額
国
庫
負
担
と
規
定
し
て
い
る
第
二
六
条
の
実
効
性
を
担

保
す
る
も
の
と
し
て
、
規
定
し
た
も
の
で
あ
る
。

そ
の
他
（
二
八
条
～
五
二
条
）

８
施
行
期
日
（
附
則
一
条
）

９

検
討
等

10
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そ
の
他
所
要
の
経
過
措
置
を
設
け
る
と
と
も
に
、
関
係
法
律

に
つ
い
て
所
要
の
改
正
を
行
う
も
の
と
し
て
い
る
。
主
な
経
過

措
置
と
し
て
は
、
国
民
年
金
法
の
原
始
附
則
に
お
い
て
、
当
分

の
間
の
措
置
と
し
て
、
繰
上
受
給
を
認
め
て
い
る
こ
と
か
ら
、

六
五
歳
未
満
の
老
齢
基
礎
年
金
の
受
給
権
者
が
発
生
す
る
こ
と

と
な
る
が
、
老
齢
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
対
象
者
を
六
五

歳
以
上
の
者
と
す
る
た
め
、
読
替
規
定
を
置
く
も
の
な
ど
が
あ

る
。年

金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
性
質
は
、
成
立
の
経
緯
も
あ
っ

て
、
複
雑
な
も
の
と
な
っ
て
い
る
。
福
祉
的
な
給
付
で
あ
り
な

が
ら
、
保
険
料
の
納
付
実
績
に
応
じ
て
支
給
額
が
決
定
さ
れ
る

な
ど
、年
金
の
補
完
的
性
格
を
有
し
て
い
る
。そ
の
た
め
、本
法

施
行
後
、
附
則
の
規
定
に
従
い
制
度
の
見
直
し
な
ど
を
行
う
際

に
は
、
公
的
年
金
制
度
の
在
り
方
と
の
関
係
も
含
め
て
検
討
す

る
こ
と
に
な
る
だ
ろ
う
。
い
ず
れ
に
せ
よ
、
平
成
二
〇
年
の
社

会
保
障
国
民
会
議
以
来
課
題
と
さ
れ
て
き
た
低
年
金
問
題
に
対

し
て
、
本
法
は
、
年
金
制
度
の
枠
外
で
、
年
金
保
険
料
の
納
付

実
績
に
応
じ
た
福
祉
的
な
給
付
を
行
う
と
い
う
一
つ
の
答
え
を

出
し
た
も
の
と
言
え
よ
う
。

制
度
の
詳
細
に
つ
い
て
は
、
今
後
、
具
体
的
に
政
令
で
規
定

す
る
こ
と
と
な
っ
て
お
り
、
現
在
、
実
務
上
の
課
題
等
を
整
理

し
な
が
ら
、
政
令
制
定
の
準
備
作
業
を
行
っ
て
い
る
と
こ
ろ
で

あ
る
。
政
令
事
項
と
し
て
規
定
さ
れ
た
も
の
に
つ
い
て
も
、
十

分
に
周
知
徹
底
を
図
り
、
本
法
の
円
滑
な
施
行
を
目
指
し
て
い

く
と
こ
ろ
で
あ
る
。

最
後
に
、
本
稿
は
、
本
法
の
経
緯
・
概
要
に
つ
い
て
簡
単
に

解
説
を
加
え
た
も
の
で
あ
る
が
、
文
中
の
意
見
に
わ
た
る
記
述

に
つ
い
て
は
あ
く
ま
で
も
筆
者
の
個
人
的
見
解
で
あ
る
こ
と
を

お
断
り
し
て
お
き
た
い
。

（
厚
生
労
働
省
年
金
局
年
金
課
　
有�

�

木�

悠
一
朗

�
�
�
�
�
�

）

附
則
五
条
～
二
三
条
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Ⅳ
　
お
わ
り
に
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